
  

【別添２】 

建物移転工法のフロー 

 

スタート 

文化財保護法等により指定された建物等である 

除却工法ができるか 

曳家ができるか 曳家工法 

復元工法 

除却工法 

構外再築工法 
一団の土地に残地があるか 

（隣接する土地を三者契約することで構内再築の可能性がある） 

細則第 15 第１項(四)第３号の検討 
 建物が複数の用途に供されている場合又は複数建物が支 
障(関連移転を含む)となる場合、用途の一ごと、又は一建 

物ごとに第 15 第１項(四) 第１号・第２号の検討を行う。 

曳家工法 

ができる 

改造工法 

ができる 

構内再築工法 

ができる 

残地内工法の経済的検討 

残地内工法 

（通損・営業補償含） 

＋ 

残地補償・残地工事費 

（残地価額が上限）※注 

構外再築工法 

（通損・営業補償含） 

＋ 

残地価額 

 

＜ 

＝ 

残地の取得要求があるか 

構外再築工法 

＋ 

残地補償 

構外再築工法 

＋ 

残地取得 

残地内工法＋残地補償・残地工事費※注 

NO NO 

NO 

残地内工法の検討 

NO 

NO 

YES 

YES YES 

NO 

YES（細則第 15 第１項(二)） 

細則第 15 第１項(四) 第１号・第２号の検討 

細則第 15 第１項(四)第４号の検討 

基準第 54 条の２第１項

に該当し、起業者として

も残地取得できるか 

残地工事があるか 

基準第 54 条の２第２項

に該当し、起業者として

も残地取得できるか 
である。 

YES YES YES 

（仮採用） 

構外再築工法 

＋ 

残地補償 

構外再築工法 

＋ 

残地取得 

※注 「残地補償・残地工事費」とは、損失補償基準運用細則第 36 及び第 36－２第４項並びにみぞ、かき、さく、その他 

  工作物の新設等の補償額を含み､建物移転料その他通損は含まないものとする。 

   また、上記により算定した補償額は、同細則別記４「残地工事費補償実施要領」第９条ただし書の適用はなく、残地 

  価額が上限となる。 
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